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平成２０年度業務実績評価調書：自動車事故対策機構

業 務 運 営 評 価 （個別項目ごとの認定）

項 目 評定理由 意見評定結果

中期計画 平成２０年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標 １．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 を達成するためにとるべき措置

管理体制のスリム化として管理職の配（１） （１）組織運営の効率化 組織運営の効率化

業務量が比較的少ない支所につ 顧客ニーズに対応した業務体制 ３ 置に係る見直しを進め、１８年度末比で

いて業務を近隣の支所や主管支所 の構築のため、管理体制のスリム １４．４％（△２８人）の削減を行って

と一体的に行うなど業務の集約化 化及び支所業務の合理化により、 おり、整理合理化計画において定めた管

を図りつつ、主管支所及び支所ご 業務実態に対応した職員配置を順 理職の削減数以上を削減しており、着実

との業務実態に対応した職員配置 次実施します。 な取り組みと認められる。

とします。 また、管理職の一般職への振替

を含め機構全体の管理職の配置に

ついて見直しを行い、平成20年度

中に、平成18年度末比で１０％に

相当する管理職（１９４人中１９

人）を削減します。

（業務実績報告書Ｐ１参照）

事故防止の分野において、産業カウン（２） （２）人材の活用 人材の活用

業務に必要な職員を確保すると ① 機構が、事故防止、被害者援 ４ セラーの資格取得者１４名を新たに加

ともに、産業カウンセラー等の資 護の分野で中核的な機能を果たす え、全国的に適性診断業務に従事する職

格を取得した職員の積極的な活 ための組織を構築するため、産業 員について、１２１人の有資格者を配置

用、事業環境の変化に対応した経 カウンセラー等の資格を取得した するなど、資格を取得した職員の積極的

験者採用や人事交流、研修の充実 職員の積極的な活用、事業環境の 活用を図った。

による職員の資質向上、能力・実 変化に対応した経験者採用や人事 また、１９年度はトラック運送事業に

績を適正に評価する仕組みの適切 交流、能力・実績を適正に評価す かかる専門的知見を有する者等安全指導

な運用等により、人材の有効活用 る仕組みの適切な運用等により、 業務の分野の経験者を採用したが、２０

を図ります。 人材の有効活用を図ります。 年度は被害者援護業務の分野において、

② 事故防止業務や被害者援護業 専門的知見を有する者（実務経験を有す

務の質の向上を図るため、研修の る社会福祉士）１名を採用した。このよ

充実を図り、職員の資質の向上及 うに事業環境の変化に対応した経験者採

び育成を行います。 用を着実に実施しており、人材の有効活

（業務実績報告書Ｐ２参照） 用に努めている。

１９年度より機構全職員を対象に勤務

評価を実施し、評価結果を勤勉手当・定

期昇給に反映させており、２０年度も引

き続き勤務評価制度を着実に運用してい

、 。 、ることから 導入後も順調である また
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職員の資質向上・育成のための研修につ

いては、特に事故防止の分野において最

近の業務ニーズに対応するための専門知

識や技術の取得等の研修を積極的に実施

している。指導講習業務における講師の

育成強化のため、適性診断業務のカウン

セリング技術の向上強化のため、被害者

援護業務の質的向上等のための各種研修

も実施している。

内部統制に関しては、役職員倫理規程

の整備（１５年１０月 、監事と連携し）

た内部監査体制の強化（２０年４月）を

図っているが、全ての職員がコンプライ

アンスの意識を持続させるような内部統

制の体制づくりも重要であるため、例え

ば、わかりやすいマニュアルを作成して

役職員に配付し徹底するなど、コンプラ

イアンスを浸透させるための取り組みも

期待される。

１９年度に開発した新適性診断システ（３） （３）業務の運営の効率化 業務の運営の効率化

①指導講習業務・適正診断業務 ①指導講習業務・適正診断業務 ３ ムについて、既存機器の更新となる１９

ア ＩＴの活用等により指導講習 ア 効果的に適性診断業務を推進 支所における導入は順調である。新適性

・適性診断の業務の効率化を図り するため、インターネットを活用 診断システムの導入により診断に要する

ます。 した新適性診断システムを既存機 時間の短縮等が図られたが、次年度以降

器の更新となる支所等 １９支所 も導入を進めるとともに、導入効果をさ（ ）

から順次導入を図ります。 らに分析し、業務運営の効率化に向けた

また、運行管理者等指導講習業 努力を期待する。

務においては、受講者管理業務の また、運行管理者等指導講習業務の効

効率化のために講習受講総合シス 率化等を図るため、運行管理者指導講習

テムの改善を検討します。 総合システムにおいて支所端末をネット

（業務実績報告書Ｐ４参照） ワーク化し受講者情報を一元管理すると

ともに、受講漏れを防止するため国土交

通省との情報連携を図るといった内容の

改善を検討し、着実な実施状況にあると

認められる。

イ 業務の効率化による経費の削 イ トップセールス等により事故 指導講習受講者は対前年度比１１％増

減を図るとともに、次のとおり指 防止に関する機構の取り組み等の ４ 加し、適性診断受診者は対前年度比１％

導講習・適性診断の種類ごとに取 ＰＲを促進するとともに運輸局等 減少している。

組みを行うこと等により、受講者 と連携し、受講者、受診者の拡大 指導講習については、運行管理者補助

・受診者数の拡大を図ります。 を図ります。また、インターネッ 者の選任規定の導入により基礎講習受講
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トを活用した新適性診断システム 者の増が寄与していると考えられる。適

指導講習 の利用を促進し、受診者の拡大を 性診断については、前年度に比べ全体の

図ります。 受診者数が若干減少したものの任意の一

基礎講習 運行管理者試験の受 般診断の受診者はほぼ前年度の水準を維

験資格等を取得しよ 以上の措置を講じることにより 持しており、機構の支所長等によるトッ、

うとする者のほか、 自己収入比率（平成２０年度）に プセールスのＰＲ効果も認めることがで

安全管理業務に従事 ついて、４５％以上に引き上げま きる。

する者等に対して積 す。 また、地方運輸局等と受講漏れ、受診

極的なＰＲ活動を行 漏れ対策に関して情報交換等を行うなど

い、受講者数を中期 （注１）自己収入比率＝自己収入 連携の強化に努めていることも認められ

目標期間の最終年度 （手数料収入等）／総収入（＝総 る。

までに８５０人（前 経費） 受講者数・受診者数の伸び等によっ

、 、中期目標期間の実績 （業務実績報告書Ｐ７参照） て 収入の増加が図られたこと等により

（３年間）の平均比 自己収入比率は５４．６％（指導講習６

． 、 ． ） 、４％）以上増加させ ４ ８％ 適性診断５０ ０％ となり

ます。 前年度（平成１９年度）と比較して４．

一般講習 地方運輸局等との連 ８％向上しており、中期計画及び整理合

携強化により、運行 理化計画において定めた目標値「５０％

管理者の受講漏れを 以上」を上回る水準となったことから、

なくすようにします 機構の努力を認めることができる。自己。

また、運行管理者を 収入比率を向上させるため、引き続き、

補助する者等に受講 次年度以降も努力するよう期待する。

を勧めます。

特別講習 地方運輸局等との連

携強化により、重大

事故等を惹起した営

業所の運行管理者の

受講漏れをなくすよ

うにします。

適性診断

一般診断 貸出自動適性診断機

特別診断 器の活用等によりい

つでも診断ができる

という受診者の利便

性の向上を図り、あ

、らゆる機会をとらえ

、積極的にＰＲを行い

受診者数を中期目標

期間の最終年度まで

に１１ ３００人 前， （
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期中期目標期間の実

績（３年間）の平均

比５％）以上増加さ

せます。

初任診断 地方運輸局等との連

適齢診断 携強化により、運転

者として新たに雇用

された者及び６５歳

以上の者の受診漏れ

をなくすようにしま

す。

特定診断 地方運輸局等との連

携強化により、重大

事故惹起者の受診漏

れをなくすようにし

ます。

また、受講者・受診者数の状況

や業務に要する経費の状況を踏ま

え、受講者・受診者の適切な費用

負担の水準について検討します。

以上の措置を講ずること等によ

り、自己収入比率（注１）につい

て、中期目標期間の最終年度まで

に５０％以上に引き上げます。

（注１）自己収入比率＝自己収入

（手数料収入等）／総収入（＝総

経費）

②療護施設の設置・運営 ②療護施設の設置・運営

ア 医療水準・コスト水準等に関 ア 医療水準・コスト水準等に関 ３ タスクフォースによる外部評価を受

しタスクフォース（注２）により しタスクフォース（注２）により け、その結果をホームページ等で公表し

外部評価を行い、その結果をホー 外部評価を行い、その結果をホー ている。

ムページ等で公表します。 ムページ等で公表します。

（業務実績報告書Ｐ１０参照）

（注２）外部有識者からなる事業

改善等を目的とする評価のための （注２）外部有識者からなる事業

機関 改善等を目的とする評価のための

機関

イ 療護施設が保有する高度先進 イ 引き続き、療護施設が保有す ４療護センターにおいて 対前年度 平、 （

医療機器の利用促進を図るため、 る高度先進医療機器の利用促進を ４ 成１９年度）比０．２％増の１２，５７

地域医療機関との連携を図り、中 図るため、地域医療機関との連携 ６件のＭＲＩ、ＰＥＴ等高度先進医療機
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期目標期間の年度ごとに１１，０ を図り、年間１１，０００件以上 器を活用した外部検査を受託した。

００件以上の外部検査を受託しま の外部検査を受託します。 また、これら高度先進医療機器の有効

、 、す。 （業務実績報告書Ｐ１２参照） 活用を徹底するため 機構本部において

各療護センターごとに医療機器の活用状

況を報告させるとともに、有効活用の推

進を各療護センターに要請する等の取り

組みを行っており、各療護センターごと

にみても医療機器の利用促進が図られて

いると認めることができる。

なお、以上の取り組みは平成２０年１

月の政策評価・独立行政法人評価委員会

の指摘にも対応した内容になっている。

③交通遺児等への生活資金の貸付 ③交通遺児等への生活資金の貸付 債権回収経費の削減については、整理

ア 債権回収経費等のコスト要因 ア 債権回収経費について、平成 ３ 合理化計画も踏まえた取り組みを行い、

を分析するとともに、その結果を ２０年度に平成１８年度末比で２ 担当職員の主管支所への集約化を図るこ

踏まえた業務運営等の見直しによ ０％程度を目途に経費の一層の削 と等により、平成１８年度比で２６．８

り 更なるコスト削減を図ります 減を図ります。 ％の経費削減を図っており、年度計画及、 。

（業務実績報告書Ｐ１４参照） び整理合理化計画の目標値を達成してい

る。

イ 債権管理規程等に基づき、効 イ 債権管理規程等に基づき、効 債権管理規程等に基づき、効果的な債

果的な債権回収を行うことによ 果的な債権回収を行うことにより ３ 権回収を行うことにより、債権回収率９、

り、中期目標期間の年度毎に回収 回収率９０％以上を確保します。 １．０％を確保した。

率９０％以上を確保します。 （業務実績報告書Ｐ１６参照） また、債権回収担当職員に対して債権

回収マニュアルに基づく折衝方法等の実

務研修を実施するなどの債権回収の体制

強化の取り組みを行っている。

ウ 債権管理委員会において適切 ウ 債権管理委員会において適切 債権管理委員会において適切な貸付債

な貸付債権の評価を実施するとと な貸付債権の評価を実施するとと ３ 権の評価を実施するとともに、リスクに

もに、リスクに応じた適正な引当 もに、リスクに応じた適正な引当 応じた適正な引当金を計上し、その結果

金を計上し、その結果についてホ 金を計上し、その結果についてホ についてホームページ等で公表してい

ームページ等で公表します。 ームページ等で公表します。 る。

（業務実績報告書Ｐ１８参照） なお、貸倒懸念債権、破産更生債権等

、 、の状況については 平成２０年度末現在

貸倒懸念債権、破産更生債権等が５３．

４億円、債権残額に占める割合が４１．

２％（平成１９年度末に対して２．８ポ

イント増）となっている。その要因分析

のため、２０年度において一般債権から

貸倒懸念債権及び破産更生債権等に分類
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替えとなった債権２０４件について、滞

納の理由を確認したところ 「パート・、

アルバイト 「無職・失業」など安定」、

した収入が得られないため滞納している

ものが４６件であり、増加要因として景

気の低迷により返済が滞っていることが

明らかとなった。

、 、また 貸倒懸念債権等の解消に向けて

滞納の初期段階において早期の督促を行

うなど、個別債権の状況に応じた債権管

理を行うべく「債権回収マニュアル」の

一層の徹底を図ることにより回収実績の

向上を図ることとしている。

これらの取り組みは平成２０年１月の

政策評価・独立行政法人評価委員会の指

摘にも対応した内容になっている。

④業務全般 ④業務全般

ア 一般管理費（人件費、公租公 ア 一般管理費（人件費、公租公 ４ 業務運営の効率化を推進するととも

課等の所要額計上を必要とする経 課等の所要額計上を必要とする経 に、１９年度に引き続き、徹底したペー

費及び特殊要因により増減する経 費及び特殊要因により増減する経 パーレス化や電話料金の割引制度の活

費を除く ）について、業務運営 費を除く ）について、業務運営 用、光熱水料の削減、割引航空運賃制度。 。

の効率化を推進し、中期目標期間 の効率化を推進し、平成１９年度 等の活用による出張旅費の低減など既定

の最終年度までに、平成１８年度 予算の２％程度に相当する額を削 経費の徹底した見直し等により経費削減

比で１５％程度に相当する額を削 減します。 に積極的に取り組んだ結果、対前年度予

減します。 （業務実績報告書Ｐ２０参照） 算（平成１９年度）比で１３．１％に相

当する経費を削減している。

イ 業務経費（人件費、公租公課 イ 業務経費（人件費、公租公課 業務経費は、主として療護センターの

等の所要額計上を必要とする経費 等の所要額計上を必要とする経費 ４ 運営、指導講習・適性診断、自動車アセ

、 、及び特殊要因により増減する経費 及び特殊要因により増減する経費 スメント情報提供 交通遺児等への貸付

を除く ）について、業務運営の を除く ）について、業務運営の 介護料支給などの各業務に係る経費であ。 。

効率化を推進し、中期目標期間の 効率化を推進し、平成１９年度予 るが、これらの経費削減を図るため業務

最終年度までに、平成１８年度比 算の１％程度に相当する額を削減 運営の効率化を推進するとともに、年度

で１０％程度に相当する額を削減 します。 計画における削減計画（１％）を大幅に

します。 （業務実績報告書Ｐ２０参照） 上回る経費削減実績（対前年度予算比で

１７．０％）を達成しており、療護セン

ターの運営に係る経費の節減（看護師等

の人件費の削減、医業収入の増加に伴う

委託費の節減 、一般競争入札の推進、）

物品等の調達にあたって過剰な仕様の排

除など、平成１９年度に引き続き、業務

全般にわたる既定経費の徹底した見直し
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等機構の積極的な取り組みや役職員のコ

スト意識の徹底を図ったことが相乗され

て達成できたものと認められる。

ウ 契約に関しては、国における ウ 契約に関しては、国における 少額随意契約の限度額引下げ（１９年

見直しの取組（ 公共調達の適正 見直しの取組（ 公共調達の適正 ３ １月）の基準適用、１９年１２月策定の「 「

化について （平成１８年８月２ 化について （平成１８年８月２ 随意契約見直し計画の実行等により一般」 」

５日付け財計第２０１７号。財務 ５日付け財計第２０１７号。財務 競争入札を推進するとともに、企画競争

大臣から各省各庁の長あて ） 大臣から各省各庁の長あて ）等 の拡充を図った。この結果、平成２０年。） 。）

等を踏まえ、一般競争入札の推進 を踏まえるとともに、独立行政法 度の契約状況は、次のとおりであり、対

や契約方法の見直し、情報公開の 人整理合理化計画（平成１９年１ 平成１８年度比で一般競争入札の件数が

充実により、競争性及び透明性の ２月２４日閣議決定）を受けて策 ３５件から８０件と大幅に増加する一方

確保を図ります。 定した随意契約の見直し計画（平 で、随意契約の件数が１４３件から８９

成１９年１２月２４日 に基づき 件に減少している。） 、

一般競争入札の推進や契約方法の ・一般競争入札

見直し、情報公開の充実により、 （８０件、総額１１．８億円、１件当た

競争性及び透明性の確保を図りま り平均落札率７９．１％）

す。 ・指名競争入札（実施していない）

また、療護センターの警備･清掃 ・企画競争、公募（３４件、総額７．０

等の施設の管理業務について、一 億円、１件当たり平均落札率９８．０

般競争入札を導入します。 ％）

（ 、 ． 、（業務実績報告書Ｐ２５参照） ・随意契約 ８９件 総額３０ ６億円

１件当たり契約金額の予定価格に対する

平均率９９．０％）

また 「平成１９年度における随意契、

約見直し計画のフォローアップ 及び 平」 「

成２０年度上期に締結した競争性のない

随意契約に係る契約情報」をホームペー

ジに掲載するとともに一般競争入札落札

結果及び随意契約の公表様式を改善する

など、契約に係る情報公開の充実を図っ

た。

療護センターの警備・清掃等の施設管

理業務については、療護センターの運営

上支障がないと認められるもの（患者の

療養環境に直接影響が及ばないもの）に

つき一般競争入札を導入した（２０年８

月 。）

個々の契約の適切性を含めた内部統制

に係るチェックについては、監事及び会

計監査人（監査法人）による実地及び書

面監査を実施しており、以下のとおりで
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ある。

・ 独立行政法人における随意契約の適「

正化の推進について（要請 」を受け）

、 、て ２０年１２月の監事監査において

整理合理化計画に従い、随意契約の適

正化を含めた入札・契約状況について

監査が行われた結果、真にやむを得な

いものを除き、競争性のある契約に移

行したことを監事が確認している。

・会計監査人（監査法人）により、財務

諸表監査の範囲で内部統制の状況等を

チェックを受けた結果として特段の指

摘はなされていない。

さらに、契約予定金額が１千万円を超

える事案については、契約執行決裁を

監事に回覧することにより、事前に監

事がチェックしており、契約の適正性

を確保するための措置が講じられてい

る。

なお、契約に関する適正性を確保する

ための２０年度における主な取り組み状

況は以下のとおりである。

・会計規程の見直しを行い、随意契約包

括条項を削除し 「複数年度にまたが、

る契約」の規定を新設（２０年１２

月 、企画競争及び公募を実施する場）

合の具体的手続きに関する要領を策定

（２１年３月）

・１９年度末に制定した「会計内部監査

」 、 、実施細則 を施行し 監査員の権限等

監査結果の監事への報告など監事との

連携強化を講じ、内部統制を強化（２

０年４月）

・１者応札・１者応募に係る対策の一環

として、公告期間の十分な確保を図っ

ている（公告期間を１０日間以上から

、 ）原則２０日間以上に延長 ２１年２月

上記のとおり契約の競争性及び透明性

の確保、契約締結の適正性の確保に関し

ては着実な進展が認められる。契約の競

争性及び透明性の確保に関する更なる努

力を期待する。



- 9 -

２．国民に対して提供するサービスそ ２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 達成するためにとるべき措置

（１）指導講習業務・適性診断業 （１）指導講習業務・適性診断業

務 務

① 受講者・受診者・事業者のニ ① 講習内容及び診断内容の充実 ４ 指導講習の受講需要の増加に対応すべ

ーズを踏まえ、指導講習の教材等 ・改善 く、前年度（平成１９年度）より５２回

の充実を行うなど効果的な講習を ア 運行管理者等指導講習の受講 増回し、全支所で１，０００回実施して

実施及び診断機器の改良・導入等 需要に適切に対応した講習の開催 いる（これにより、受講者数は１４，５

により、事業者の安全対策の充実 回数の設定及び自動車運送事業者 ２４名と対前年度比１１％増加 。）

・改善を図ります。 を取り巻く経営環境に応じて適切 講習用テキストについては、トラック

に講習用テキストの改訂を行いま 輸送の過労防止対策マニュアルを掲載

す。 し、実効性のある事故防止対策を具体的

イ 受診需要に適切に対応した受 に取り上げるとともに、過労運転防止の

診機会を提供するため、インター 具体例の紹介等を内容とするＤＶＤを作

ネットを活用した新適性診断シス 成し、活用を図っている。

テム及び貸出機器の利用促進を行 インターネットを活用した新適性診断

います。 システム及び貸出機器の利用促進を図っ

ウ 受講需要に適切に対応した適 たことにより、支所以外における適性診

性診断活用講座を開催するととも 断受診者は、６１，１８９人（対前年度

に、新たに同講座をステップアッ 比１２．８％増）となり、一般診断受診

プ化した講座を主管支所で試行し 者の２４％を占めている。トップセール

ます。 ス等により特に新診断システムの導入促

エ 管理者が事故防止に効果的な 進に努めたことも寄与したものと認めら

乗務員指導をできるように管理者 れる。

用のコメントを作成し、提供しま 適性診断活用講座のステップアップ化

す。 した講座については、６主管支所におい

（業務実績報告書Ｐ３０参照） て試行的に実施しており、グループ討議

の手法を用いて助言・指導を行う方法を

取り入れるなどの工夫が見られる。

適性診断結果に基づき、ドライバーに

対する安全運転指導をより的確に行うた

めの管理者向けコメントを新適性診断シ

ステムに採用し、サービスを提供した。

② 行政の施策による安全マネジ ② 指導講習、適性診断等を行う 職員の資質の向上を図るため、安全マ

メントの支援を図るとともに、運 職員の資質の向上を図るための研 ３ ネジメント業務やコンサルティング業務

送事業者に対し、事故防止に関す 修を行います。 を担当する職員等に対する研修を実施し

る機構のノウハウを提供すること また、自動車運送事業に係る安 た。今後とも、これらの研修を通じて職

により、事故防止に貢献します。 全マネジメント体制の構築を図る 員の資質を向上させるよう努力を期待す

ため、事故防止に関するコンサル る。
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ティング等を実施するとともに、 自動車運送事業に係る安全マネジメン

受講者のニーズに対応した安全マ ト体制の構築を図るため、事故防止に関

ネジメントに関する講習及びドラ するコンサルティングを全国で３５件実

イブレコーダー、デジタル式タコ 施した。

グラフに関する講習を開催します また、安全マネジメント講習会につい。

（業務実績報告書Ｐ３６参照） ては、全国５０支所において計９０回開

催した。

さらに安全マネジメント支援ツール講

習会（デジタル式タコグラフ・ドライブ

レコーダー、ＳＡＳ（睡眠時無呼吸症候

群 ）を機器の普及状況を踏まえて増回）

し全国５０支所で６６回開催した。

また、事業所における安全管理体制が

適切かつ有効に運用されているか経営者

が適切な判断を行うための内部監査を支

援することを目的として新たに内部監査

講習会を３６回開催した。

③ 以上の施策を実施することに ③ 以上の施策を実施することに 安全対策への支援効果に関する指導講

より、受講者・事業者に対する５ より、受講者・事業者に対する５ ３ 習受講者の評価度については 前年度 平、 （

段階評価の調査における安全対策 段階評価の調査における安全対策 成１９年度）より平均で０．０３ポイン

への支援効果に関する評価度につ への支援効果に関する評価度（平 ト向上し、平均４．４１の評価を得た。

いて 中期目標期間の年度毎に４ 成２０年度）について、４．０以 また、適性診断受診者の評価度につい、 ．

０以上とします。 上とします。 ては、前年度より平均で０．０３ポイン

（業務実績報告書Ｐ３９参照） ト向上し、平均４．２０の評価を得た。

さらに事業者の評価度については、前

年度より０．０３ポイント向上し、４．

１８の評価を得た。今後とも評価度を高

める取り組みを期待する。

（２）指導講習・適性診断の実施 （２）指導講習・適性診断の実施

機関になろうとする民間団体等へ 機関になろうとする民間団体等へ

の支援 の支援

新たに実施機関になろうとする 新たに実施機関になろうとする ４ 新たに実施機関になろうとする団体に

民間団体等への機構の適性診断シ 民間団体等への機構の診断機器等 ノウハウの提供等を行うとともに貸出用

ステムの提供や教育訓練を実施し を含む適性診断に関するノウハウ 自動適性診断機器（２台）を貸出し、１

ます。 の提供や適性診断員等への教育訓 団体が認定を受けるに至った。

練を実施します。 また、当機構以外の認定された適性診

（業務実績報告書Ｐ４５参照） 断実施機関に対して貸出用自動適性診断

機器（４台）を貸出しするとともに、当

機構以外の実施機関の指導主任者に教育



- 11 -

訓練を実施した（８団体２０名 。）

今後ともこのような団体等に対する支

援を期待する。

（３）療護施設の設置・運営 （３）療護施設の設置・運営

① 遷延性意識障害者に対し、病 ① 遷延性意識障害者に対し、病 ３ 遷延性意識障害者に対し、病棟ワンフ ・脱却者の数値目標の捉え方につ

棟ワンフロアシステム（注３ 、 棟ワンフロアシステム、プライマ ロアシステム、プライマリー・ナーシン いては、前年度実績を加味して評）

プライマリーナーシング（注４） リー・ナーシングや高度先進医療 グや高度先進医療機器による高度な治療 価するのではなく、当該年度の実

や高度先進医療機器による質の高 機器による質の高い治療・看護を ・看護を実施して、結果として２０年度 績のみで評価すべきである。

、い治療・看護を実施するととも 実施するとともに、医学的観点か は目標を下回り１３人が脱却するに至っ ・数値目標のみの評価に止まらず

に、医学的観点から治療機会の公 ら治療機会の公平な確保を図るこ ている（１９年度の脱却者２７人を合わ 今後は最先端の治療及び看護の内

平な確保を図ることにより、中期 とにより、平成２０年度中の脱却 せると２年間で４０人が脱却しており、 容に係る質的な評価も併せて行う

目標期間の最終年度までに、脱却 者の総数を１５人以上とするとと 中期計画期間中の脱却者７５人の５３． べきではないか。

（注５）者を７５人以上とすると もに、患者の治療改善度の検証の ３％ 。）

ともに、患者の治療改善度を向上 結果を踏まえ改善目標を設定しま 次年度以降も一人でも多くの脱却者が

させます。またメディカルソーシ す。またメディカルソーシャルワ 生じるよう質の高い治療・看護を実施す

ャルワーカー（注６）等による転 ーカー等による転院先情報の提供 るよう期待する。

院先情報の提供等、患者家族に対 等、患者家族に対する支援を強化 また、療護センター等の入院患者の治

（ ）する支援の充実を図ります。 します。 療改善度を評価するスケール 改善指標

（業務実績報告書Ｐ４６参照） として統一スコアを適用することを決定

（注３）病棟を１つのフロアに集 し、改善指標によるデータの蓄積を更に

中、仕切りを最小限にして患者を 進めることとした。この取り組みは患者

絶えず観察視野におく方式 の治療改善度の検証を統一的に行うこと

（注４）継続した受持看護方式 に繋がることから、遷延性意識障害度の

（注５）一定の意思疎通・運動機 改善に向けた有効な手段として認知でき

能の改善 るため、今後の更なる取り組みを期待す

（注６）患者・家族が抱える諸問 る。

題の解決、調整を援助する専門家 また、４療護センター（委託病床を含

） 、む のメディカルソーシャルワーカーは

転院先情報の提供等、患者家族に対する

支援を８，５１１件（前年度は５，５９

６件）行うとともに、メディカルソーシ

ャルワーカーを集めた会議を通じて、情

報交換や業務検討を行い、その結果患者

家族への助言等に反映するなど患者家族

に対する支援の強化を着実に図った。

② 治療効果を高めるため高度先 ② 設備の更新計画に基づき、千 千葉療護センターのコンピュータ断層

進医療機器の整備を図るととも 葉療護センターのコンピュータ断 ４ 撮影装置（ＣＴ）の更新については、平

に、地元大学等研究機関や他療護 層撮影装置（CT 、岡山療護セン 成２０年７月に機器の導入を完了した。）

施設との連携の強化、職場内研修 ターの核医学画像診断装置（RI)及 また、岡山療護センターの核医学画像診

の充実等より、高度先進医療機器 び医療パネル等を更新するととも 断装置（ＲＩ）の更新については、平成
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を活用した医療技術やプライマリ に、地元大学等研究機関や他療護 ２１年１月、医療パネルの更新について

ーナーシングによる看護技術の開 施設との連携の強化、職場内研修 は平成２１年３月にそれぞれ導入を完了

発・向上を図ります。 の充実等より、高度先進医療機器 した。

を活用した医療技術やプライマリ 新たな取り組みとして、中部療護セン

ーナーシングによる看護技術の開 ターにおける岐阜大学等との連携大学院

発・向上を図ります。 を２１年度から開設するため、その受け

（業務実績報告書Ｐ５０参照） 入れ体制の整備を図った。今後脳神経科

学分野等の高度医療専門家の育成等のた

め、院生に対する研究指導に期待すると

ともに、療護センターにおける治療・研

究の更なる推進や知見の普及促進等に寄

与することを期待する。

また、４療護センターのノウハウを活

かし、今後とも地元大学の医学部等との

連携を図り、高度先進医療機器を利用し

た治療の研究、指導、研修等により医療

に携わる人材育成や地域医療への貢献を

行った。

さらに、４療護センターにおいて、入

院患者の看護担当チームごとに、ケース

レポート研修会等を定期的に開催するな

ど職場内研修を実施するとともに、委託

病床を含めて、センター長、総看護師長

会議等を年２回開催し、治療、看護やリ

ハビリ、生活支援等について情報交換、

業務検討を行った。

③ 療護施設で得られた知見・成 ③ 引き続き、療護施設で得られ 地元大学等と連携し、日本脳神経外科

果を他の医療機関等において最大 た知見・成果を他の医療機関等に ３ 学会、日本意識障害学会において、３７

限に活用する観点から、日本脳神 おいて最大限に活用する観点から 件の研究成果を発表した。、

経外科学会及び日本意識障害学会 日本脳神経外科学会及び日本意識 また、部外医師、看護士等に対する研

において研究発表を年１５件以上 障害学会において研究発表を年１ 修として短期入院協力病院のうち１病院

、 、行うとともに、部外医師・看護師 ５件以上行うとともに、部外医師 ７名に対し 東北療護センターにおいて

等に対する研修を行うなどして、 ・看護師等に対する研修を行うな １病院３名に対し、岡山療護センターに

他の医療機関等への治療・看護技 どして、他の医療機関等への治療 おいて、それぞれ実務研修を実施した。

術の普及活動を積極的に行いま ・看護技術の普及活動を積極的に

す。 行います。

（業務実績報告書Ｐ５３参照）

④ 地理的要因等を勘案して一般 ④ 委託先病院の委託病床数を倍 北海道における委託先病院（札幌市）

病院に療護施設機能の一部につい 増し、引き続き、委託先病院への ４ については、平成２０年５月に６床から

て委託を行い、遷延性意識障害者 遷延性意識障害者の受け入れを推 １２床に、九州における委託先病院（久
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の治療・看護機会の拡充を図りま 進し 適切な治療･看護を行います 留米市）については、平成２０年６月に、 。

す。 また、委託先病院の適切な治療 １０床から１６床に、さらに同年１０月

・看護のため、療護施設を通じ委 に２０床とし、計画どおり病床数を倍増

、 、託先病院の医師・看護師に対し助 し 遷延性意識障害者の受け入れを進め

言等を行います。 ２１年３月には満床となった。両委託病

（業務実績報告書Ｐ５６参照） 床ともに適切な治療・看護を行い、患者

のご家族の満足度は高く、新聞、テレビ

等の地元メディアでも好意的に報道され

ている等、高い評価を受けている。

なお、療護センターに準じた治療・看

護を実施したことにより 委託先病院 札、 （

幌市）において脱却による退院が１名生

じた。

また、委託先病院を含む療護施設のセ

ンター長等会議を２０年１２月、２１年

３月に開催し、療護センター医師・看護

師等と委託先病院医師・看護師等との連

携を図るとともに、委託先病院の看護師

４名に対し、千葉療護センターにおいて

看護の実際等に係る実地研修を実施し

た。

これら療護施設機能の一部の委託の取

り組みにより、遷延性意識障害者の治療

・看護機会の拡充は着実に図られている

がいるものと認められる。

被害者家族からの要望を受け、介護料（４）介護料支給等支援業務 （４）介護料支給等支援業務

① 重度後遺障害者に対して被害 ① 引き続き、被害者の状況及び ３ 受給資格再申請の書類について、新規認

者の状況に応じた介護料の支給及 要望に応じた介護料の支給制度の 定申請時に提出した書類のうち戸籍謄本

び短期入院費用に係る助成を行う 見直しを行い、被害者の利便性の 等内容に変更のない書類の提出を省略

ことにより効果的な被害者救済を 向上及び手続きの簡素化を図りま し、負担の軽減を図った。

図るとともに、受給資格者のニー す。 また、各主管支所に設置している介護

ズを踏まえ、介護料支給対象品目 また、本部及び主管支所に設置 相談窓口において、介護福祉士等による

等の見直しを実施します。 した介護に関する相談窓口におい 介護に関する相談支援及び知識の情報提

また、本部及び主管支所に設置 て、介護福祉士等による介護に関 供を２，１３９行った。

した介護に関する相談窓口におい する知識・技術の提供等重度後遺 さらに各支所において、被害者援護の

て、介護福祉士等による介護に関 障害者の家族に対する相談支援を 拡充を図るため介護料受給者宅を訪問

する知識・技術の提供等重度後遺 療護施設と連携して効果的に実施 し、直接、介護に関する相談や各種情報

障害者の家族に対する相談支援を するとともに、新規認定者（在宅 の提供等を行う訪問支援サービスを１９

療護施設と連携して効果的に実施 介護に限る ）に対する在宅訪問 年度から開始したが、２０年度は４６４。

するとともに、在宅訪問サービス サービスの実施により、受給資格 件行った（１９年度は１９７件、前年度

の実施により、受給資格者等に対 者等に対する精神的支援を強化し に比べ倍増以上 。この取り組みは被害）



- 14 -

する精神的支援を強化します。 ます。 者の精神的ケア、実情把握を図る上でも

さらに、これらの介護に関する 重要と考えられるので、更なる努力が期

知識・技術等の各種情報を機関誌 待される。

「ほほえみ」やホームページの活 なお、機構の介護相談ゼネラルアドバ

用により発信します。 イザー（介護福祉士）が有する専門的見

（業務実績報告書Ｐ５９参照） 地からの日常介護に関する情報、在宅介

護に関する知識・技術等の各種情報に関

してニーズの高い内容（日常の介護方法

及びリハビリテーション）をテーマに機

関誌「ほほえみ」に掲載するとともに、

ホームページに掲載している「在宅介護

におけるＱ＆Ａ」について、介護方法等

の掲載項目ごとに内容の更新を行うなど

の工夫を行い、在宅介護に関する知識・

技術等の各種情報を掲載し発信した。

② ①の施策を実施することによ ② 以上の施策を実施することに 重度後遺障害者の家族における介護支

り、重度後遺障害者の家族に対す より、重度後遺障害者の家族に対 ３ 援効果に関する評価度については、４．

る５段階評価の調査における介護 する５段階評価の調査における介 ２３（前年度４．２７）である。

支援効果に関する評価度につい 護支援効果に関する評価度（平成

て、中期目標期間の最終年度まで ２０年度）について４．０を目標

に４．０以上とします。 とします。

（業務実績報告書Ｐ６６参照）

（５）交通遺児等への生活資金の （５）交通遺児等への生活資金の

貸付 貸付

① 被害者のニーズに応じた生活 ① 一部立替貸付等の見直しにつ ３ 一部立替貸付等については、保険金の

資金の貸付けを行うことにより、 いては、引き続き被害者ニーズに 推定額または推定保障金の認定情報を早

効果的な被害者救済を図ります。 応じた検討を行います。 期に得ることが困難であることが１９年

また、被害者に対する相談支援 また、被害者に対する相談支援 度において判明したが、立替貸付希望者

の充実を行うとともに、被害者家 の充実を図るため家庭相談員が適 からの要望を把握したところ、後遺障害

族同士の交流を促進するなどし 切な指導、助言を行えるような研 認定申請中又は症状固定に至っていない

て、自動車事故被害者に対する精 修を実施して、その資質の向上を ものの、喫緊に生活資金が必要とのニー

神的支援を効果的に実施します。 図ります。 ズであった。このニーズに応じた貸付を

さらに、被害者家族同士の交流 検討したものの、機構独自で損害調査や

の場の拡充を行うためコミュニケ 損害額算定を行う必要があるなど現実的

ーションをより一層図った集いの ではなく、また実際の保険金支払額との

実施により交通遺児等の健全な育 乖離が生じた場合、債権回収のリスクが

成を図る精神的支援を強化します 生じるといった課題もあることから、現。

（業務実績報告書Ｐ６８参照） 状制度を維持することとし、今後は他の

貸付制度について検討を進めることとし

た。
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また、被害者に対する相談支援の充実

を図るため、家庭相談員を対象として、

被害者への適切な助言を行うための基礎

的知識や、心の悩みを持つ相談者への対

処法などの習得及び意見交換等を内容と

、 。した研修を実施し 資質の向上を図った

さらに、交通遺児等や保護者の交流の

場である「友の会」を運営し、特に被害

者家族同士のコミュニケーションをより

一層図った集いとして、２０支所（前年

度１９支所）において１９年度に引き続

き１泊２日による「友の会の集い」を実

施し、５３１人（前年度４６３人）が参

加した。特に同じ境遇に置かれた保護者

同士の交流会について好評を得た。

精神的支援の一環として毎年実施して

いる友の会コンテストについては、絵画

及び書道コンテストを交互に実施してき

たが、２０年度は近年実施していなかっ

た「作文コンテスト」を実施した。

② ①の施策を実施することによ ② ①の施策を実施することによ 被害者に対する精神的支援に関する評

、 （ ）り、被害者に対する５段階評価の り、被害者に対する５段階評価の ３ 価度については 前年度 平成１９年度

． 、調査における精神的支援に関する 調査における精神的支援に関する と比較して０ ０３ポイント低下したが

評価度について、中期目標期間の 評価度 平成２０年度 について ４．３４の評価を得た。（ ） 、

年度毎に４．０以上とします。 ４．０以上とします。

（業務実績報告書Ｐ７２参照）

（６）自動車事故による被害者へ （６）自動車事故による被害者へ

の情報提供の充実 の情報提供の充実

情報案内サービスを実施し、自 情報案内サービスを実施し、自 自動車事故に遭われ、法律、金銭、介

動車事故の被害者等に対し、機構 動車事故の被害者等に対し、機構 ３ 護、病院など、自動車事故に起因する悩

の各種援護制度の情報を提供する の各種援護制度の情報を提供する み事について、相談内容に応じて地方公

とともに、他機関の援護制度や事 とともに、他機関の援護制度や事 共団体をはじめ、各種相談機関の窓口の

故相談・訴訟・病院等に関する総 故相談・訴訟・病院等に関する総 紹介、並びに、交通遺児等への無利子貸

合的な情報提供を行います。 合的な情報提供を行います。 付、介護料の支給及び療護施設など機構

また、情報案内サービスの利用 の業務について案内する情報提供サービ

向上のための積極的な広報を行い ス（ＮＡＳＶＡ交通事故被害者ホットラ

ます。 イン）は平成１９年１０月１日よりの運

さらに、情報提供機能の水準を高 用を開始し、以後、政府広報はじめ、警

めるため、従事する者への適切な 察署、地方公共団体、医療機関等を中心

研修等を行います。 にリーフレット等を配布し、関係団体機
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（業務実績報告書Ｐ７４参照） 関誌へのＰＲ掲載、さらに新たに自動車

安全運転センターが発行する「交通事故

証明書」の郵送用封筒にＰＲを印刷する

などの周知広報活動を積極的に展開した

結果、相談件数は着実に伸びているもの

の（平成１９年度後期の受付件数に対し

て平成２０年度後期の受付件数は２９％

増加 、国民に十分認知されているとは）

。 、 、言い難い このため 更なる周知を図り

認知度を高める必要がある。

なお、従事する者に対して機構の業務

や自賠責制度に関する研修を実施すると

ともに、本部関係職員に対してオペレー

タからの電話転送に関する処理方法に関

する実務研修を実施する等質の向上にも

取り組んでいると認められる。今後、提

供する情報の充実、相談内容の充実が一

層図られるよう期待したい。

（７）自動車アセスメント情報提 （７）自動車アセスメント情報提

供業務 供業務

① 効率的かつ公正な自動車アセ ① 効率的かつ公正な自動車アセ ３ 平成２０年度の自動車アセスメント試

スメントを実施することにより、 スメントを実施することにより、 験では、乗員保護性能に関しては、後継

自動車メーカーの安全な車の開発 自動車メーカーの安全な車の開発 車種（６車類）について評価指標の平均

意識を高めるとともに、ユーザー 意識を高めるとともに、ユーザー 値が、旧車種の評価指数の平均値以上と

が安全な車を選択しやすい情報を が安全な車を選択しやすい情報を なった（運転席は4.91→5.27と0.36

提供します。 提供します。 ポイントの向上、助手席は5.18→5.45

これにより安全性能に係る指標 これにより安全性能に係る指標 と0.27ポイントの向上 。）

、 、（乗員保護性能は総合評価の☆の （乗員保護性能は総合評価の☆の また 歩行者頭部保護性能に関しては

数（注７）及び歩行者頭部保護性 数（注７）及び歩行者頭部保護性 後継車種（６車種）について評価指標の

能は評価レベル）について、中期 能は評価レベル）について、過去 平均値が、旧車種の評価指数の平均値以

目標期間の年度毎に、過去に自動 に自動車アセスメントを実施した 上となった（2.17→3.17と１ポイント

車アセスメントを実施した車種の 車種の後継車種の評価指標の平均 の向上 。）

後継車種の評価指標の平均値が、 値が、旧車種の評価指標の平均値

旧車種の評価指標の平均値以上と 以上となるようにします。

なるようにします。 （業務実績報告書Ｐ７７参照）

（注７）総合評価の得点率を☆’

（注７）総合評価の得点率を☆ の数６段階で表示’

の数６段階で表示

② パンフレット配布、ホームペ ② わかりやすい情報の提供 自動車アセスメントパンフレットにつ

ージの構成改善、試験の公開、イ ア よりわかりやすいパンフレ ４ いては、２０年度にアセスメントを実施
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ベントの開催等により、アクセス ットを配布します。 した車種を赤枠配色し、わかりやすく工

しやすい、わかりやすい情報提供 イ よりわかりやすくホームペ 夫するとともに、文字や写真サイズを拡

をユーザーに行います。 ージを改善します。 大した。また、普及が望まれる横滑り防

ウ 自動車アセスメント試験結 止装置等の主要な予防安全装置につい

果発表会の開催及び自動車アセス て、過去に実施した車種を含めて全ての

メントグランプリの発表をします 車種の装備状況をわかりやすく表示し。

た。

チャイルドシートアセスメントパンフ

エ メディアに対して自動車ア レットについては、表紙等のデザインを

セスメントの公開を行う等ユーザ 刷新し、女性が興味を示し、わかりやす

ーに対しわかりやすい情報提供を いような改善を行った。

行います。 なお、自動車アセスメントパンフレッ

（業務実績報告書Ｐ７８参照） トは自動車アセスメントグランプリ受賞

車の開発メーカーを通じて受賞メーカー

の販売店に、チャイルドシートアセスメ

ントパンフレットは評価度の高い開発メ

ーカーを通じてチャイルドシート販売店

にパンフレット配付を依頼し、配付箇所

の拡大を図った。この取り組みは、自動

車ユーザーにとって自動車アセスメント

情報提供業務の認知度を向上させるため

には効果的と考えられることから、更な

る取り組みを期待する。

よりわかりやすくホームページを改善

することについては、自動車アセスメン

トパンフレット、チャイルドシートアセ

スメントパンフレットともにホームペー

ジからダウンロードできるよう改善し

た。

２０年度も自動車アセスメント試験結

果発表会を開催し、自動車アセスメント

グランプリの表彰を行ったが、自動車ア

セスメント事業の知名度向上を図るた

め、２０年度から新たにグランプリ候補

に選ばれたもののグランプリを受賞でき

なかった優秀車について 「アセスメン、

ト優秀車」として表彰した。さらにユー

ザーに対しわかりやすい情報提供を行う

ことについては、メディアに対して衝突

、 、安全性能試験の公開試験を実施し 新聞

雑誌、Ｗｅｂなどにおいて幅広く取り上

げられた。また、ユーザーに最新の情報
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が提供できるよう携帯サイトの改善を図

った。

これらの取り組みを通じてユーザーに

対してわかりやすい情報提供が図られて

いるものと認められる。

③ 以上の施策を行うことによ ③ 以上の施策を行うことにより ユーザーに対する利用度・満足度に関、

り、ユーザーに対する５段階評価 ユーザーに対する５段階評価の調 ３ する評価度については、平成１９年度と

の調査における利用度・満足度に 査における利用度・満足度につい 比較して、０．０４ポイント上回り４．

ついての評価度について、中期目 ての評価度 ２０年度 について １６の評価を得た。（ ） 、

標期間の年度毎に４．０以上とし ４．０以上とします。

ます。 （業務実績報告書Ｐ８７参照）

④ 予防安全性能、衝突時の乗員 ④ 乗員の側面衝突時の頭部傷害

対策及び歩行者の保護性能を改善 による死亡重傷率を低減させるた ３ 側面衝突時の頭部保護性能改善方策と

するため、事故実態を踏まえ、試 め方策を導入します。 して有効なカーテンエアバッグの普及促

験方法、評価方法の策定や見直し ⑤ 調査研究の実施 進のため、２０年度自動車アセスメント

を行います。 ア 頸部傷害保護性能試験の試 試験より一定の要件を満足するかどう

また、後遺障害者数が多い実態 験方法について調査研究を行いま か、評価・公表を開始した。また 「自、

を踏まえ、後遺障害対策にも取り す。 動車アセスメントグランプリ」の選定に

組みます。 イ 歩行者脚部保護性能試験導 あたり、要件を満たした当該カーテンエ

入のための基礎調査を実施します アバッグの有無を条件に加え、新しい安。

ウ 交通事故を未然に防止する 全技術の普及促進が図られるような取り

ため予防安全装置の効果評価のた 組みを行った。

めの基礎調査を行います。 頸部障害保護性能試験の試験方法に係

エ 後席乗員保護性能評価試験 る調査研究を実施し、２１年度からの試

導入のための評価法の調査研究を 験導入に向けて試験法及び評価法を検討

行います。 した。

オ 総合評価以降に実施した試 歩行者脚部保護性能試験導入のための

験対象車種及び総合評価以前を含 基礎調査を実施し、新たに用意されたイ

めた対象外車種の事故データを調 ンパクター導入のための基礎データ収集

査・収集するとともに、当該車種 を行った。この取り組みは、歩行者の被

の側面衝突試験結果との相関関係 害軽減対策として有効であると考えられ

を解析します。 るため、今後の更なる取り組みに期待す

（業務実績報告書Ｐ８９参照） る。

予防安全装置の分類整理を行い、２０

年度の自動車アセスメント試験結果のパ

ンフレットに掲載すべき主要な安全装備

について検討し、検討の結果、主要な予

防安全装備の装備状況について２０年度

自動車アセスメントパンフレット及びホ

ームページで公表した。
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後席乗員保護性能評価試験導入のため

の評価法の調査研究を実施し、トライア

ル試験を通じて試験法、評価法を策定し

た。これにより２１年度よりアセスメン

ト評価試験を開始することとした。

総合評価以降に実施した試験対象車種

及び総合評価以前を含めた対象外車種の

事故データを収集し、総合評価が開始さ

れた以降を対象群、以前を未対象群とし

て、試験実施年と死亡重傷率との相関を

分析したところ、未対象群と比較して対

象群の方が死亡重傷率が低くなるという

相関が確認された。

これら自動車事故における被害軽減に

、 、資する調査研究により 今後の試験内容

評価方法の改善に向けて着実な進展が認

められる。

⑤ 専門家との討論及び情報交換 ⑥ 海外の関係機関との情報交換 平成２０年６月 日・ＡＮＣＡＰ 豪、「 （

） 」 、を実施するなど、各国のアセスメ 等 ３ 州・ニュージーランド 会議 を開催し

ント機関、専門家等との情報交換 ア 海外のアセスメント関係機 評価試験に係る技術等、チャイルドシー

を継続的に実施することにより、 関との情報交換を積極的に行うと トアセスメント、後席乗員保護評価等に

試験方法の見直し、情報提供方法 ともに、その結果を踏まえて今後 ついて意見交換を行い、また、平成２０

の改善等に役立てます。 の我が国の試験方法、情報提供方 年１０月２７日 「日・ＩＩＨＳ（米国、

法等の改善に役立てます。 道路安全保険協会）会議」を開催し、Ｊ

イ 世界ＮＣＡＰ会議の結果を ＮＣＡＰの現在の活動、将来の活動計画

踏まえ、アジア諸外国との連携を 等を紹介し、予防安全装置の装備判定等

図ります。 について意見交換を行った。平成２１年

（業務実績報告書Ｐ９３参照） ３月、韓国において欧州等のアセスメン

ト実施機関による会議が開催された際、

試験内容の比較、試験データの相互利用

の可能性等について意見交換を行った

他、海外アセスメント機関における評価

法等に関する情報収集を行った。

また、平成２０年１１月、アジア諸外

国との連携を図るため、中国天津におい

「 」 、て 日・中ＮＣＡＰセミナー を開催し

機構のＮＣＡＰへの取り組み状況等を紹

介するなど、中国自動車アセスメント機

関との連携強化を図った。

このように諸外国の自動車アセスメン

ト実施機関と積極的な情報交換等を実施
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している。

⑥ 業務改善状況等についてタス ⑦ 業務改善状況等についてタス タスクフォースによる外部評価を行

クフォースにより外部評価を行 クフォースにより外部評価を行い ３ い、その結果をホームページ等で公表し、

い、その結果をホームページ等で その結果をホームページ等で公表 ている。

公表します。 します。

（業務実績報告書Ｐ９６参照）

（８）自動車事故対策に関する広 （８）自動車事故対策に関する広

報活動 報活動

事故防止、被害者援護及び自動 後席シートベルト着用推進・飲 ３ 「交通安全フェア」等の展示会に出展 ・当機構が各種ツールを駆使して

車損害賠償保障制度に関し組織一 酒運転の根絶等の事故防止対策事 し、参加体験型として運転適性診断を実 業務内容の周知宣伝に努めている

体となった広報活動を実施しま 業や被害者への各種情報提供等の 施するとともに会場で自動車アセスメン ことは認められるが、広く国民に

す。 被害者援護対策事業、さらには自 ト等を紹介したビデオの放映、療護セン 当機構が認知されるよう効果的か

交通安全フェア等における、国 動車損害賠償保障制度の周知など ター等に関するパネル展示、ポスター掲 つ戦略的な広報活動に期待する。

等と協力した周知宣伝活動やイン 機構業務の認知度向上のため、交 示、リーフレット配布等により機構及び

ターネット、マスメディア等を活 通安全フェア等各種イベントへの 自動車損害賠償保障制度等の周知宣伝活

用した広範な広報活動を積極的に 参画、国・地方公共団体等の関係 動を行い、広報に努めている。さらに後

実施します。 機関と連携した広報活動、また、 席シートベルト着用推進・飲酒運転の根

ポスター、パンフレット、インタ 絶についても指導講習等で周知を図って

ーネット、マスメディア等を活用 いる。

した国民・関係機関（者）への周

知宣伝活動により、積極的な広報

活動を推進します。

（業務実績報告書Ｐ９８参照）

３．予算（人件費の見積もりを含 ３．予算（人件費の見積もりを含

む 、収支計画及び資金計画 む 、収支計画及び資金計画。） 。）

本計画に従ったサービスその他 業務実績報告書Ｐ１００参照 ３ 中期計画に基づいた年度計画予算、収（ ）

業務の質の向上を図りつつ 予算 支計画及び資金計画を策定し、計画に沿、 、

収支計画及び資金計画を策定しま って、サービスその他業務の質の向上を

す。 図りつつ、適正な予算の執行を行ってい

る。

なお、当期総利益７６百万円の発生要

因としては、主として運営費交付金の対

象となっていない貸付業務勘定に係る国

債等有価証券の受取利息等による収益で

ある。

４．短期借入金の限度額 ４．短期借入金の限度額

予見し難い事故等の事由により 予見し難い事故等の事由により － ※平成２０年度は該当なし。

資金不足となる場合に限り、短期 資金不足となる場合に限り、短期

借入金の限度額１，４００百万円 借入金の限度額１，４００百万円

とします。 とします。
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（業務実績報告書Ｐ１０５参照）

５．重要な財産を譲渡し、又は担 ５．重要な財産を譲渡し、又は担

－ ※平成２０年度は該当なし。保にする計画 保にする計画

なし なし

（業務実績報告書Ｐ１０６参照）

６．剰余金の使途 ６．剰余金の使途

①利用者サービス充実のための環 ①利用者サービス充実のための環 － ※平成２０年度は該当なし。

境の整備 境の整備

②職員研修の充実 ②職員研修の充実

（業務実績報告書Ｐ１０７参照）

７．その他主務省令で定める業務 ７．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 運営に関する事項

（１）施設及び設備に関する計画 （１）施設及び設備に関する事項 ３ 中期計画に基づき、年度計画記載の設

施設整備費は、業務の適正かつ効 備については、いずれも計画どおり仕様

率的な実施を確保するため、療護 に沿って確実に整備した。

センターに関連した施設・設備の なお、ＣＴ、ＲＩ、ＭＥＧの整備に際

新設及び老朽化等に伴う整備改修 しては、総合評価方式による一般競争入

等を計画的に行う。 札により導入しており、機構内に総合評

単位：百万円 価委員会を設置し、応札内容に係る評価（ ）

施設･設備の内容 項目等の決定、技術面の審査を経て総合

評価点を決定しており、契約の適正性が

千葉療護センター １６７ 施設整 確保されていると認められる（医療パネ

備費補 ルの整備及び空調機器改修は、一般競争

コンピュータ断層 助金 入札 。）

撮影装置（ CT）

の更新

岡山療護センター １７６ 同上

医療パネル及び空

調機器の改修

岡山療護センター １４４ 同上

核医学画像診断装

置（RI）の更新

東北療護センター ５１０ 同 上

（前年

脳磁計（MEG） 度から

の更新（前年度 の繰越

契約済） 額）
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（注）上記のほか、業務の実施状

況及び老朽度合等を勘案して、施

設・設備の整備等をすることがで

きる。

（業務実績報告書Ｐ１０８参照）

（２）人事に関する計画 （２）人事に関する計画 国家公務員の給与構造改革を踏まえた

人件費（退職手当等を除く）に 人件費（退職手当等を除く ） ３ 給与体系の見直し効果等により、前年度。

ついては、簡素で効率的な政府を については、簡素で効率的な政府 （１９年度）予算に比して２．９％の人

実現するための行政改革の推進に を実現するための行政改革の推進 件費削減を図った。

関する法律（平成１８年法律第４ に関する法律（平成１８年法律第 また、管理職員数の削減（194人→

７号）等に基づき、平成２２年度 ４７号）等に基づき、平成１９年 １６６人 ▲２８人）を実施した。

、 ．末までに平成１７年度比で５％以 度予算比で１％以上の削減を行い 人件費の削減については 計画値を１

上の削減を行います。 ます。 ９％上回る努力が見られたが、対国家公

また、国家公務員の給与構造改 また、国家公務員の給与構造改 務員指数（ラスパイレス指数）において

革を踏まえた給与体系の見直しを 革を踏まえた給与体系の見直しを は、管理職員数割合が高いこと、大卒者

進めます。 進めます。 割合が高いことの理由から、依然として

さらに 「経済財政運営と構造 （業務実績報告書Ｐ１１０参照） 国家公務員の水準を上回っていることか、

改革に関する基本方針２００６」 ら更なる適正化に向けた取り組みを計画

（平成１８年７月７日閣議決定） 的に実施すべきであるが、この取り組み

に基づき、国家公務員の改革を踏 の一つとして、当機構においては平成２

まえ、人件費改革を平成２３年度 ０年度に全職員の俸給月額を５％程度引

まで継続します。 き下げを行うことを決定した（２１年４

月実施 。）

なお、ラスパイレス指数算定要素の一

つとして地域手当があるが、当機構は適

性診断業務や被害者援護業務など来所す

る顧客の利便性を確保する必要上、大都

市・中核都市等の地域手当支給対象地域

に勤務する職員数割合が高いこともラス

パイレス指数を評価する上で考慮すべき

であると考える。

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。

５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。

４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。

３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。

２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。

１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認めらない。

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。
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総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 要努力 評定理由概ね順調

各項目の合計点数＝１１５

項目数（３５）×３＝１０５○

下記公式＝１１０％

＜記入要領＞

・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には 「極めて順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には 「要努力」とする。、

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。

総 合 評 価

（法人の業務の実績）

独立行政法人自動車事故対策機構は、自動車事故防止と自動車事故による被害者支援を大きな柱の業務と

、 、 、して 社会的に重要な使命を担う独立行政法人であり 限られた人員のもとで業務運営の効率化を進めつつ

社会状況の変化に応じた新たな業務にも取り組んでいる状況にある。こうした中、第二期中期目標期間の２

年度である平成２０年度の業務の実績については、個別項目の多くは中期目標の達成に向けて着実な実施状

況もしくは優れた実施状況にあると認められる。

特に運転適性診断のＩＴ化、運輸安全マネジメントへの積極的取組など自動車事故防止対策の推進、自動

車事故による重度後遺障害者の治療・療護を行う療護センターの確実な運営、またその療護センター機能の

、 、一般病院への委託や被害者等に対する各種情報提供を行う相談窓口の周知・運営 介護料受給者宅を訪問し

直接、介護に関する相談や情報提供等を行う訪問支援サービスの強化など被害者支援の充実を進めた。これ

らの取り組みを通じた平成２０年度の業務運営は、順調であると認められる。

（課題・改善点、業務運営に対する意見等）

・確実な業務運営を行う上で、業務の一層の効率化を進めると同時に、更なる管理体制のスリム化を進める

など、組織運営の効率化を図ることが求められる。

・一般病院への療護施設機能の一部委託については計画どおり病床数を倍増させるなど療護施設機能が拡充

されたところであるが、療護施設により被害者ができるだけ多く救済されるよう、引き続き努力を期待す

る。

・当機構全体に関する広報活動の充実に向け、更なる努力、改善を図るべきである。



（その他 ）推奨事例等

、 、・療護センターの認知度を向上させるため 療護センターＰＲ用の三つ折りパンフレットを新たに作成し

各種イベントでの配布、福祉関係機関等への常置等を行うことにより、広く療護センターの周知を行う

とともに、療護センターで日々実施されている治療・看護・リハビリ内容に焦点を当てた医療関係者向

けのＤＶＤを新たに作成し、国土交通省が指定する短期入院協力病院へ配布するなど、療護センターに

おける治療・看護技術の伝播に努めた。


